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第 1 章  定量評価されない経営手法の存在の軽さと奇妙さ 

 筆者は、2022 年 12 月 17 日に、同 8 月に産官学協同で提起された「人的資本経営」

の企業別実状を東証プライム 50 社について「定量測定」した調査統計「人的資本経営 

調査統計」を出版しました。 

 奇妙な話ですが、人的資本経営についても、CSR(社会的責任企業経営)や ESG(環境

と社会のための経営体制)などと同様に、その実現状態を定量測定する指標と手法が提

起されていません。これではその目標の目途も立たず、進捗度合いも把握できません。

単なる経営ポーズにしか過ぎないのではないかといわれても仕方ないでしょう。 

 これに対しては、そんなことはない！利益額と利益効率、それらに基づく株価があ

る！ではないかという答えが返ってくるかもしれません。しかし考えてみてください。

それらは現行の「金融資本経営」の優秀さの評価指標ではないですか！ 

 おかしな話ではないですか？ 

 ヒトを大切にして長期的視点で社会全体ための価値を創造する「人的資本経営」の

優劣を、それが超越しようとしている、カネを重視して株主のみのための短期業績を

追求する「金融資本経営」の測定指標、で測定し続けようということなのですから。 

 

 人的資本経営には人的資本経営を定量測定する指標が必要です。これが頭書「人的

資本経営 調査統計」出版の理由です。 

 

https://www.amazon.co.jp/%E4%BA%BA%E7%9A%84%E8%B3%87%E6%9C%AC%E7%B5%8C%E5%96%B6-%E8%AA%BF%E6%9F%BB%E7%B5%B1%E8%A8%88-%E5%A4%A7%E4%B8%AD%E5%BF%A0%E5%A4%AB/dp/B0BQ9J9PJN/ref=sr_1_1?__mk_ja_JP=%E3%82%AB%E3%82%BF%E3%82%AB%E3%83%8A&crid=2B61OJ5QQQCE2&keywords=%E4%BA%BA%E7%9A%84%E8%B3%87%E6%9C%AC%E7%B5%8C%E5%96%B6+%E8%AA%BF%E6%9F%BB%E7%B5%B1%E8%A8%88&qid=1671518134&s=books&sprefix=%E4%BA%BA%E7%9A%84%E8%B3%87%E6%9C%AC%E7%B5%8C%E5%96%B6+%E8%AA%BF%E6%9F%BB%E7%B5%B1%E8%A8%88%2Cstripbooks%2C191&sr=1-1
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第 2 章 人的資本経営を定量評価する目的と意義 

 「人的資本経営」を定量測定することの目的と意義は以下の三点に集約されます。 

１．人的資本経営が単なる経営ポーズではないことを証明する。 

２．既に人的資本経営を卓越して実現できている企業を特定する。 

３．21 世紀に、新たに進化した普遍の日本的経営を構築する。 

＞＞＞１．補足説明：人的資本経営が単なる経営ポーズではないことを証明する。 

 「金融資本経営」の目的は「利益」と「利益効率」の最大化です。この定量測定可

能な目的が、金融資本経営の取り組みの大きな推進力を産み出しています。そして、

これ以外のどのような新たな経営方式も、これら二つを成功測定指標とする限り、金

融資本経営の傘下から逃れることはできません。それらはいずれにしても、80 年代末

以来現在まで経済バブル破裂を繰り返して限界を露呈している金融資本経営の行き詰

まりを隠すポーズ以上の存在にはなり得ないでしょう。 

 それを避けるためには、「人的資本経営」の目的を明確にすることが不可欠です。

その目的は、企業の社会全体に対する長期的な価値「創造力」の強化育成以外にはな

いでしょう。このように設定されれば、創造力の増減を定量測定することで、あるい

は定量測定されることで、人的資本経営が、単なる経営ポーズでではいられなくなり

ます。 

＞＞＞２．補足説明：既に人的資本経営を卓越して実現できている企業を特定する。  

 人的資本経営は何も新しいものではありません。20 年前の外資導入自由化とともに

流入した金融資本経営以前には、1970 年前後から 30 年以上にわたり Japan as No.1 と

も賞賛された日本的経営は、人を大切にする点で、まさに人的資本経営でした。 

 そして、この 20 年間の金融資本経営の環境下でも、この日本的経営を守り続けた企

業が少数ながら存在します。東証プライム 50 社にも既に人的資本経営を確立できてい

る企業が 5 社存在しています。これらの企業は外部の社会変動などに左右されなかっ

た事実から当然でもありますが、定量測定でも持続進化経営力の高さが判明していま

す。これら 5 社は人的資本経営を今後日本企業社会全体に普及するための目標モデル

ともなるでしょう。 



                   3 

＞＞＞３．補足説明：21 世紀に、新たに進化した普遍の日本的経営を構築する。 

 世界に冠たる 20 世紀の人的資本経営であった日本的経営は、世界的に賞賛されなが

らも、その成功に対する過剰な熱狂陶酔に加えて、新たに流入した「金融資本経営」

の浸透によってもろくも消滅してしまいました。 

 なぜ、そのようなことになったのか？日本的経営の真の目的と目標が暗黙知のまま

でありつづけ、その盛衰状況も計測できなかったことが、致命傷となりました。日本

的経営の実態を定量評価できなかったことが、その消滅を食い止められなかった決定

的な原因です。この 20 世紀の「人的資本経営」の轍を踏まないために、21 世紀の人

的資本経営には、金融資本経営と混同されることのない、人的資本経営力そのものを

直接測定する手法が必要不可欠です。 

 

第 3 章 人的資本経営の定量評価指標と手法 

 金融資本経営はその目的が「利益」（の最大化）であることで定量測定が可能でし

た。そのための必要情報も有価証券報告書として上場企業には公開が義務付けられて

います。ですから、同じように、人的資本経営についても、その目的を「創造力」

（の最大化）と設定すれば、実は同じ有価証券報告書情報で、測定可能となります。 

 ただし、そのための指標と手法は、金融資本経営の測定手法からは独立したしくみ

であることが必要です。 

 まずは 3 つの主要指標を定義します。 

 企業総生産 (Gross Corporate Product)：金融資本経営の最重要評価指標である、株

主のための企業の創造価値、すなわち当期利益、のみではなく、社会全体のための企

業の創造価値、すなわち「当期利益」に「総人件費」と「法人税」の合計を「企業総

生産」と定義し、測定します。 

 企業総投資 (Gross Corporate Investment)：そして、企業総生産を実現するための

「企業総投資」も、新たに定義する必要があります。これも、金融資本経営が着目す

る「研究開発費」と「設備投資」に人的資本に対する投資額である「総人件費」を加

えた合計です。 

 持続進化指数 (Corporate Sustainability Index)：以上の二つで、企業の社会全体のた
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めの創造価値の合計アウトプットとそのための投資合計インプットを定義して測定す

れば、あとは、これら二つの増幅率、企業総生産/ 企業総投資 を計算すれば、その

企業が成長しているのか減退しているのかが明らかとなります。これを「持続進化指

数」と定義します。 

 つぎに計測手法です。 

 金融資本経営はその目的である単年度毎の利益で定量評価されるのに対して、人的

資本経営は複数年度の経営変位を測定する「利速会計」手法 (注)で、企業の実現した

創造価値合計を定量評価します。 

注：利速会計 (Momentum Accounting) は、1987 年に井尻雄士カーネギーメロン経営大学院教

授(1982-83 全米会計学界会長)が提起された手法です。企業経営の結果だけではなく、企業経

営の変位を速度として計測する考え方に基づいています。 

 

第 4 章 人的資本経営を定量評価する 3 分野 6 項目 

 現代企業の人的資本経営を定量評価する方針としては、先ず主目的である創造力の

変位、増減速度を測定します。ただし、その前提として、現状の金融資本経営からど

の程度脱皮しつつあるかの変位、を測定する必要もあります。そこで、以下の 3 分野

での均衡状態の変位を測定対象として設定します。 

１．株主価値と人材価値との均衡状態 

２．短期業績経営と持続進化経営との均衡状態 

３．創造実現力と創造体制力との均衡状態 

 これらの 3 分野に関して、各々2 項目ずつ定量測定します。 

   1.1  当期利益増減率と社員平均給与増減率 

    1.2  株主資本増減率と社員平均給与増減率 

    2.1  株主資本利益率 (ROE)と企業総生産(GCP)増減率 

            2.2  株主資本利益率 (ROE) と企業総投資(GCI)増減率 

            3.1  企業総生産(GCP)増減率と企業総投資(GCI)増減率 

            3.2  持続進化指数 (CSI)と持続進化指数 (CSI)増減率 
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第 5 章 人的資本経営の総合評価方法と測定統計 

 上記の 3 分野 6 項目で、測定対象企業の状況を、人的資本経営の実現度を基準にし

て A、B、C、D の 4 段階に判定分類し、それぞれに４、３、２、１ポイントの評価点

を配分します。そして、3 分野のそれぞれの最大合計値８ポイント、および、3 分野合

計値 24ポイントに対する各企業の達成度％が総合評価値となります。 

 6 項目の 4段階分類の基準と東証プライム 50社の 2017-21 年の速度測定結果の分布

図は以下の図 1.1 から 3.2 までの通りです。 

 表４は、東証プライム 50 社の上記 3 分野 6項目に関する 4分類集計です。これに

基づいて図 5-1、5-2の総合評価統計一覧が作成されています。（企業名は「人的資本

経営 調査統計」に掲載しています。） 

 

 1.1  当期利益増減率と社員平均給与増減率 

A= 社員平均給与増減率>=0.0 & 当期利益増減率>＝0.0 

B= 社員平均給与増減率>=0.0 & 当期利益増減率＜0.0 

C= 社員平均給与増減率<0.0 & 当期利益増減率>=0.0 

D= 社員平均給与増減率<0.0 & 当期利益増減率＜0.0 
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  1.2  株主資本増減率と社員平均給与増減率 

A= 社員平均給与増減率>=0.0 & 株主資本増減率＝0.0 

B= 社員平均給与増減率>=0.0 & 株主資本増減率＜0.0 

C= 社員平均給与増減率<0.0 & 株主資本増減率>=0.0 

D= 社員平均給与増減率<0.0 & 株主資本増減率＜0.0 

 

 
 

 2.1  株主資本利益率 (ROE)と企業総生産(GCP)増減率 

A= 企業総生産増減率>=0.0 & 株主資本利益率>=8% 

B= 企業総生産増減率>=0.0 & 株主資本利益率<8% 

C= 企業総生産増減率< 0.0 & 株主資本利益率>=8% 

D= 企業総生産増減率< 0.0 & 株主資本利益率<8% 
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 2.2  株主資本利益率 (ROE) と企業総投資(GCI)増減率 

A= 企業総投資増減率>=0.0 & 株主資本利益率>=8% 

B= 企業総投資増減率>=0.0 & 株主資本利益率<8% 

C= 企業総投資増減率< 0.0 & 株主資本利益率>=8% 

D= 企業総投資増減率< 0.0 & 株主資本利益率<8% 

 

 
 

 

 3.1  企業総生産(GCP)増減率と企業総投資(GCI)増減率 

A= 企業総生産増減率>=0.0 & 企業総投資増減率>＝0.0 

B= 企業総生産増減率>=0.0 & 企業総投資増減率＜0.0 

C= 企業総生産増減率<0.0 & 企業総投資増減率>=0.0 

D= 企業総生産増減率<0.0 & 企業総投資増減率＜0.0 
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3.2  持続進化指数 (CSI)と持続進化指数 (CSI)増減率 

A= 持続進化指数増減率>＝0.0  & 持続進化指数>=1.0  

B= 持続進化指数増減率>=0.0  & 持続進化指数<1.0  

C= 持続進化指数増減率<0.0 & 持続進化指数>=1.0 

D= 持続進化指数増減率＜0.0  & 持続進化指数<1.0   
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